
公益法人の区分
国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

1
神戸公共職業安定所三田出
張所空調設備修繕工事

兵庫労働局
支出負担行為担当官
市川隆之
兵庫県神戸市中央区
東川崎町1-1-3

平成25年12月18日

株式会社日立ビル
システム関西支社
大阪府大阪市北
区堂山町3-3

会計法第29条の3第4項、予算決
算及び会計令第102条の4第3号
詳細は、別紙1のとおり。

1,328,250 1,328,250 100.0% 0 ― ― ―

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、場所、期間
及び種別

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
随意契約によることとした会計
法令の根拠条文及び理由（企
画競争又は公募）

公益法人の場合
番号 備考

再就
職の役
員の数

落札率契約金額予定価格
契約の相手方の商
号又は名称及び住
所

様式２－２

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。



公益法人の区分
国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

1
実践型地域雇用創造事業委
託契約

兵庫労働局
支出負担行為担当官
市川隆之
兵庫県神戸市中央区
東川崎町1-1-3

平成25年12月2日

淡路地域雇用創
造推進協議会
兵庫県洲本市塩
屋2丁目4番5号

会計法第29条の3第4項、予算決
算及び会計令第102条の4第3号
企画競争を実施。

165,117,000 165,117,000 100.0% 0 ― ― ―
国庫債務負
担行為
1者

番号
契約の相手方の商
号又は名称及び住
所

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率
再就
職の役
員の数

随意契約によることとした会計
法令の根拠条文及び理由（企
画競争又は公募）

公益法人の場合

様式２－４

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。



別紙　1

   随意契約の見直し予定、競争性
のある契約方式への移行予定年限

予定なし

備考

契約件名および数量 神戸公共職業安定所三田出張所空調設備修繕工事

随意契約によるこことした理由

　同施設においては空調設備の不具合が頻発しており、調査の結
果、機器内部の基板を交換する必要性が認められた。しかし当基
板については既にメーカーでの保有期間が経過しており在庫が無
く、同等の機能を持つ基板を製造し直す必要があった。
　対象となった空調設備（灯油ヒートポンプ）については株式会社
日立製であり、本製品の修理およびメンテナンス等のアフターサー
ビスについては、株式会社日立ビルシステム関西支社のみで行っ
ており、必要な部品等を供給・確保しているのも同社である。本事
案は早期に復旧させる必要があるため、会計法２９条の３第４項、
予決令１０２条の４第３号により随意契約するものである。

　競争性のある契約方式への移行
が困難な事由

上記理由のため不可能


